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女性の健康課題、特に月経困難症・月経前症候群の課題の解決に向けた

方策及び、新たな女性の健康課題の指標・目標の策定を推進するための

研究 

 

研究代表者 甲賀かをり（千葉大学大学院医学研究院産婦人科） 

研究要旨 

令和 6年開始予定の次期国民健康づくり運動プラン（以下「次期プラン」）では、女性特有

の問題として「やせ」、また男性と比べ増加傾向にある「飲酒」について、項目立てがなされ

た。また月経困難症や、その原因となりさらに将来の生活習慣病とも関連する子宮内膜症・子

宮筋腫等の女性特有の疾患については、疫学的・公衆衛生学的エビデンスがなく、他の生活習

慣病に関して行われているような指標・目標の策定・立案が行えず、「次期プラン」にも項目

立てがない。 

そこで、本研究では、女性のやせおよび飲酒についてそれぞれエビデンスを構築すること、

さらに月経困難症等月経関連疾患の基礎資料を作成し、本疾患関連のあらたな健康課題の指

標・目標策定の根拠となるようなエビデンスを創出すること、を、目的としている。 

研究初年度は、女性の「やせ」の心理社会的要因について、ならびに学校教育の実態の調査

を実施し、また、女性の「やせ」がもたらす周産期の転帰や、長期的な骨折リスクへの影響に

ついて分析する研究計画を立案した。 

飲酒については、女性の飲酒量および飲酒頻度、および社会的背景を調査しているあるいは

追加で調査することができる日本人女性の大規模コホートに関する情報を収集し、整理した。 

 来年度も引き続き情報収集及び解析を継続し、女性のやせおよび飲酒、月経関連疾患につい

てそれぞれエビデンスを構築する。 

 



A. 研究目的  

厚生労働省が生活習慣病やその原因とな

る生活習慣の改善等に関する課題について、

国民健康づくり対策として開始した「21 世

紀における国民健康づくり運動」の、令和 6

年開始予定の次期国民健康づくり運動プラ

ン（以下「次期プラン」）では、女性特有の

問題として「やせ」、また男性と比べ増加傾

向にある「飲酒」について、項目立てがなさ

れた。しかし、それらがもたらす女性の身体

への負の影響、ならびに、それらが起きてい

る背景についてはエビデンスが少なく、課

題解決に向けた具体的提言をすることがで

きていない。また月経困難症や、その原因と

なりさらに将来の生活習慣病とも関連する

子宮内膜症・子宮筋腫等の女性特有の疾患

については、疫学的・公衆衛生学的エビデン

スがなく、他の生活習慣病に関して行われ

ているような指標・目標の策定・立案が行え

ず、「次期プラン」にも項目立てがない。 

 そこで、本研究では、女性のやせおよび飲

酒、月経関連疾患についてそれぞれエビデ

ンスを構築すること目的としている。 

  

B. 研究方法  

①日本人女性における妊娠前体重・BMI が

周産期の転帰に及ぼす影響に関するシステ

マティックレビュー＆メタ解析（分担：小

林しのぶ） 

対象を日本人の単胎妊娠の女性、曝露を

妊娠前 BMI がやせ（BMI <18.5)、メインア

ｓウトカムを低出生体重児、SGA（small for 

gestational age）、早産児と設定し、妊娠前

の体重が周産期の転帰に及ぼす影響につい

て、システマティックレビュー・メタ解析の

手法を用いて検討することとした。6 つの

データベースを用い、網羅的に文献検索を

実施した。 

②日本人女性における、BMI が無月経リス

クに与える影響、および、 女性の飲酒に関

係する要因についての疫学研究（分担：森

崎菜穂、瀧本秀美、池原賢代、中里道子） 

BMIおよび月経ログが含まれている既存

調査データの取得、および分析の開始（調査

参加者の月経ログの収集状況の把握、BMI

分布の把握）を行った。 

また、女性の飲酒量および飲酒頻度、およ

び社会的背景を調査しているあるいは追加

で調査することができる日本人女性の大規

模コホートに関する情報を収集し、整理し

た。 

③女性の若年時の体格と骨折リスクおよび

やせの要因に係る疫学研究（分担：石塚一

枝） 

既存コホートを使用して 20 歳時の体格

（やせ・肥満）による、生涯にわたる骨折リ

スクへの影響（身体部位別）の定量的な分析

を行う研究計画の立案を行った。 

また、孤独・SNS の使用状況を含む社会

的状況がやせに関連する問題（ボディイメ

ージなど）に与える影響についての定量的

な分析を行うため、十代の児童に対して、孤

独・SNS の使用状況や体格に関する調査を

実施した。 

④女性におけるやせのリスクに対する教育

の実態に関する研究（分担：小川真里子、中

里道子） 

①日本国内で使用されている中学校および

高等学校の保健体育の教科書を調査し、や

せと健康リスクに関する記載を確認した。

②やせに関する教育について、国内外の文

献レビューを行い、国内での試みや、国外で



の教育の状況について調査した。 

⑤子宮内膜症の症状発症から診断までの期

間に関する文献レビュー（分担：大須賀穣、

平池修、谷口文紀、浦田陽子、甲賀かをり）

症状出現から子宮内膜症と診断されるまで

の時間について、PubMedを用いてハンド・

リサーチで網羅的に文献を検索した。 

⑥日本人女性の月経困難症・月経前症候群

の罹患率と受診率と情報源に関するアンケ

ート調査（分担：甲賀かをり、石川博士、浦

田陽子）マクロミル社を利用して、一般女

性を対象とした月経に関する Web アンケー

ト調査を行った。対象は 18－49歳の女性と

した。 

C. 研究結果 

①日本人女性における妊娠前体重・BMI が

周産期の転帰に及ぼす影響に関するシステ

マティックレビュー＆メタ解析（分担：小

林しのぶ） 

文献検索の結果、MEDLINE から 1054

件、EMBASE から 1428 件、CINAHL か

ら340件、PsycINFOから154件、Cochrane 

Library (Central)から 77 件、医学中央雑誌

から 1950 件、合計 5003 件がヒットし、重

複論文を除外し 3960 件がスクリーニング

対象文献となった。 

②日本人女性における、BMI が無月経リス

クに与える影響、および、 女性の飲酒に関

係する要因についての疫学研究（分担：森

崎菜穂） 

BMIおよび月経ログが含まれている既存

調査データの取得、および分析の開始（調査

参加者の月経ログの収集状況の把握、BMI

分布の把握）を行った。 

また、女性の飲酒量および飲酒頻度、およ

び社会的背景を調査しているあるいは追加

で調査することができる日本人女性の大規

模コホートに関する情報を収集し、整理し

た。 

③女性の若年時の体格と骨折リスクおよび

やせの要因に係る疫学研究（分担：石塚一

枝） 

JPHC-NEXT コホートのデータを用いた、

20 歳時の体格（やせ・肥満）による、生涯

にわたる骨折リスクへの影響（身体部位別）

の定量的な分析を行う研究計画の立案を行

った。 

また、孤独・SNS の使用状況を含む社会

的状況がやせに関連する問題（ボディイメ

ージなど）に与える影響についての定量的

な分析を行うため、十代の児童に対して、孤

独・SNS の使用状況や体格に関する研究を

実施し、こども 1,928 名、保護者 1,991 名

から回答を得た。 

④女性におけるやせのリスクに対する教育

の実態に関する研究（分担：小川真里子、中

里道子）①保健体育教科書における記載に

ついては、適正体重についての記載はすべ

ての教科書でなされていたが、“女性のやせ”

に関する内容にはばらつきがみられた。②

やせ、教育、リスクをキーワードとして文献

検索を行った結果では、MEDLINEから 75件、

医学中央雑誌から 57 件が得られた。１次ス

クリーニングを行い、37件を検討対象とし

た。 

⑤子宮内膜症の症状発症から診断までの期

間に関する文献レビュー（分担：大須賀穣、

平池修、谷口文紀、浦田陽子、甲賀かをり）

重複論文を除外し 29 編の論文が抽出され

た。初発症状から診断（手術による確定診

断）までに要した時間は、国により様々であ

り、5-11年と幅があった。症状出現が若年



であるほど、診断までに要する時間は長く

なることが複数報告されていた。 

⑥日本人女性の月経困難症・月経前症候群

の罹患率と受診率と情報源に関するアンケ

ート調査（分担：甲賀かをり、石川博士、浦

田陽子）一次調査を 40,000人の女性を対象

にアンケート調査を行った。そのうち月経

困難症あるいは月経前緊張症があり、病院

を通院してない人(n=5356)を対象に二次調

査を行った。約 75％の女性が何らかの月経

痛を自覚していた。月経痛のある女性のう

ち 66%は医療機関受診したことがなかった。

68％の女性が月経前緊張症を自覚しており、

症状のある 67%が医療機関受診をしたこと

がなかった。通院していない女性は受診に

必要な支援として、経済的支援 38%、病院

についての情報提供 23-26%、受診するため

の休暇制度 18-19％、受診するための有給

制度 16-17%を挙げていた。 

D. 考察 

研究初年度は、女性の「やせ」の心理社会

的要因についての調査を実施し、また、女性

の「やせ」がもたらす周産期の転帰や、長期

的な骨折リスクへの影響について分析する

研究計画を立案した。学校教育の状況は教

育機関による差異が大きい可能性が示唆さ

れた。 

飲酒については、女性の飲酒量および飲

酒頻度、および社会的背景を調査している

あるいは追加で調査することができる日本

人女性の大規模コホートに関する情報を収

集し、整理した。 

 月経については、医療システム、子宮内膜

症や月経困難症に対する治療方針、文化は

国ごとに異なり、日本での方策を考えるた

めには、日本独自の基礎資料が必要である

ことが明らかとなり、次年度の調査案の参

考とした。 

E. 結論 

 来年度も引き続き情報収集及び解析を継

続し、女性のやせおよび飲酒、月経関連疾患

についてそれぞれエビデンスを構築する。 
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Ａ．研究目的 

 妊娠前の体重過多や肥満、妊娠中の体重

増加は過多でも不十分でも妊娠の有害な転

帰に関連しているといわれ、女性の健康課

題として広く認知されている 1)。一方で、女

性のやせ、とくに若年層でのやせの増加が

問題視されるようになったが、そのエビデ

ンスについては不十分である。思春期から

妊娠適齢年令期における女性のやせは、妊

孕性や周産期の転帰に影響が指摘されてい

るにも関わらず、エビデンスが少なく、課題

解決に向けた提言・施策ができていない。 

日本では、コホート調査などの知見が複

数報告されているが、日本人における女性

の妊娠前体重（やせ）と低出生体重児など周

産期転帰に関わるリスクの関係性について

の統合検証はされていない。日本人女性の

妊娠前のやせが、周産期の転帰にどの程度

の影響を及ぼすのか、標準体重や肥満女性

に比べその影響に違いがあるのか、など詳

細部分は不明である。女性の健康問題を論

じ解決に向けた具体的提言を検討するうえ

で、エビデンスを整理することが必要であ

ると考える。 

そこで、本研究は妊娠前体重および BMI

が「やせ」である日本人女性における、低出

研究要旨 

【目的】日本人女性における妊娠前体重・BMIが周産期の転帰に及ぼす影響およびリスク因子に

ついて、システマティックレビューおよびメタ解析にて明らかにすること。 

【方法】対象を日本人の単胎妊娠の女性、曝露を妊娠前 BMIがやせ（BMI <18.5)、メインアウト

カムを低出生体重児、SGA（small for gestational age）、早産児と設定し、妊娠前の体重が周

産期の転帰に及ぼす影響について、システマティックレビュー・メタ解析の手法を用いて検討す

ることとした。6つのデータベースを用い、網羅的に文献検索を実施した。 

【結果】文献検索の結果、MEDLINE から 1054 件、EMBASE から 1428 件、CINAHL から 340 件、

PsycINFOから 154件、Cochrane Library (Central)から 77件、医学中央雑誌から 1950件、合

計 5003件がヒットし、重複論文を除外し 3960件がスクリーニング対象文献となった。 

【結論】女性の「やせ」がもたらす、低出生体重児など周産期の転帰への影響に関するシステマ

ティックレビューおよびメタ解析を実施している。系統的かつ定量的検証を行い、女性の健康課

題への取り組みに資する成果を影響することを目指す。 



生体重児等の周産期の転帰に関する研究を

システマティックレビュー・メタ解析の手

法を用いて明らかにすることを目的に実施

した。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究で行うシステマティックレビュー

お よ び メ タ 解 析 は PRISMA 声 明

（ Preferred Reporting Items for 

Systematic reviews and Meta-Analysis）

2)3) に 沿 っ て 実 施 し 、 PROSPERO

（ International prospective register of 

systematic reviews）に登録した（登録番号：

CRD42024524296）。本研究の目的に沿っ

て 、 PECO （ Participant, Exposure, 

Comparison, Outcomes)を P: 日本人の単

胎妊娠の女性、E：妊娠前 BMI がやせ

（BMI <18.5)、C：妊娠前体重が標準であっ

た妊婦、O:低出生体重児、SGA（small for 

gestational age）、早産児、をメインアウト

カムとして設定し、妊娠前の体重が周産期

の転帰に及ぼす影響について、システマテ

ィックレビュー・メタ解析の手法を用いて

検討することとした。文献検索について以

下の通り実施した。 

1. 採択論文の基準 

論文の採用基準として、前項の PECO を

満たしているものとした。 

2. 文献検索 

 検索データベースには、MEDLINE, 

EMBASE, CINAHL, PsycINFO, 

Cochrane Library (Central)、 医学中央雑

誌を用い、2024 年 2 月に検索を実施した。

日本語・英語論文を対象とし、対象文献の研

究デザインはコホート研究、ケース・コント

ロール研究とした。また、論文の種別につい

て、症例報告、会議録、学会抄録、総論・解

説は除外した。 

3. スクリーニングおよび分析方法 

 前項に挙げた採択基準をもとに文献検索

を実施し、研究者 2 名で重複論文を除外す

る作業を実施した。 

 

4. 今後のレビュー方法の計画策定 

 スクリーニング方法、採用論文からのデ

ータ抽出、解析方法の検討し、レビュー計画

を立案した。 

（倫理面への配慮） 

該当なし。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 文献検索結果 

 文献検索を実施した結果、MEDLINE か

ら 1054 件、EMBASE から 1428 件、

CINAHL から 340 件、PsycINFO から 154

件、Cochrane Library (Central)から 77 件、

医学中央雑誌から 1950 件、合計 5003 件が

抽出された。そのうち、重複論文として、

1043 件を除外し、3960 件がスクリーニン

グ対象論文となった。 

2. 今後のレビュー方法の計画策定 

1) スクリーニング 

重複論文を除外した 3960 件の論文に対

しタイトルおよび抄録をもとに第 1 段階の

スクリーニングを実施する。次に第 2 段階

のスクリーニングとして、第 1 段階で抽出

した論文を対象にフルテキストをもとに独

立した研究者 2 名でスクリーニングを実施

する。研究者で判断の相違が生じた場合は、

3 人目の研究者を含め協議し採択論文の最

終決定を行う。 

2) 集計・分析方法 



 採択論文から、研究者らで作成した研究

情報シートを用いて各採択論文の研究期間、

研究場所、研究デザイン、サンプルサイズ、

方法論、参加者の特徴、転帰などの研究背景

情報を抽出する。また同時にアウトカムデ

ータの抽出を行う。アウトカムデータは、連

続データと二分データ、効果測定値および

その 95％信頼区間（CI）の抽出を計画して

いる。異質性が高い場合やデータ欠損があ

り分析が Risk of bias アセスメントに関し

ては、non-RCT 研究やケース・コントロー

ル研究に適したアセスメントスケールであ

る NOS (the Newcastle Ottawa Sale)を用

いて評価する。 

 

Ｄ．考察 

 女性の「やせ」がもたらす健康課題の中で

も、本研究では、低出生体重児など周産期の

転帰に焦点を当てシステマティックレビュ

ーおよびメタ解析の手法を用いて検討する

ことを計画した。令和５年度は、レビュー計

画の立案、論文化に向け PROSPERO への

登録、文献検索までを実施した。思春期から

妊娠適齢期における女性のやせは、その後

の妊孕性や周産期の転帰に影響があるとさ

れ 4)、日本国内でもコホート調査等の報告

がされている 5)6)。しかしこれまで日本人女

性に特化した妊娠前体重と低出生体重児な

どの周産期の転帰に関わるリスクの関係性

について統合的に検証はされてこなかった。

今回、システマティックレビューおよびメ

タ解析を行うことで、定量的かつ系統的に

検証しエビデンスを明示することを目指す。

今後の女性の健康課題の指標・目標の策定

や次期プランへの働きかけに資する貴重な

情報を提供できることが期待できる。 

 

Ｅ．結論 

 女性の「やせ」がもたらす、低出生体重児

など周産期の転帰への影響に関するシステ

マティックレビューおよびメタ解析を実施

している。系統的かつ定量的検証を行い、女

性の健康課題への取り組みに資する成果を

提供することを目指す。 
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Ａ．研究目的 

国民健康づくり対策として開始された「21

世紀における国民健康づくり運動」の、令和

６年度からの「二十一世紀における 第三次

国民健康づくり運動（健康日本 21（第三次）」

では 、女性特有の問題として「やせ」、また

男性と比べ増加傾向にある「飲酒」につい

て、項目立てがなされた。 

しかし、それらがもたらす女性の身体へ

の負の影響、ならびに、それらが起きている

背景についてはエビデンスが少なく、課題

解決に向けた具体的提言をすることができ

ていない。 

そこで、本研究は、日本人において、①

研究要旨 

【目的】本研究は、日本人において①BMIが無月経に与える影響 ②女性の飲酒に関係する要

因を調べることを目的としている。研究初年度である令和５年度は、①においてはデータの取得

と分析の開始、②については飲酒に関する情報を取得している既存コホートの調査を行うこと

を目的とした。 

【方法】①BMIおよび月経ログが含まれている既存調査データの取得、および分析の開始（調

査参加者の月経ログの収集状況の把握、BMI分布の把握）を行った。②女性の飲酒量および飲酒

頻度、および社会的背景を調査しているあるいは追加で調査することができる日本人女性の大

規模コホートに関する情報を収集し、整理した。 

【結果】①「やせ」も「肥満」も約 7～8人に１人に見られることがわかった。②2020年以降に

実施された調査が複数あり、調査項目も飲酒の摂取量や頻度のみならず、アルコール依存に関連

する尺度も取得がされていることが把握された。 

【結論】無月経情報が把握できる既存疫学調査でやせの頻度が十分であり、今後やせと無月経頻

度との関連を調べるに足るサンプル数であること、また近年実施された疫学調査に飲酒に関す

る項目が含まれている調査が複数あることが同定できた。 



BMIが無月経に与える影響 ②女性の飲酒

に関係する要因を調べることを目的に実施

した。 

特に研究初年度である令和５年度は、①

においてはデータの取得と分析の開始、②

については飲酒に関する情報を取得してい

る既存コホートの調査を行うことを目的と

した。 

Ｂ．研究方法 

①BMI が無月経に与える影響 

本研究は、研究者らが別財源（日本医療研

究開発機構（AMED）「プレコンセプション

の女性に着目した疾患予防に関する総合的

ケア方法の確立」）で実施した調査（「「ルナ

ルナ」を用いた女性のリプロダクティブヘ

ルスとこころの健康及び社会的リスク要因

に関する研究」）の調査参加者約 2 万名のデ

ータを用いた、二次分析研究である。 

 今年度は、当該データの取得、および分析

の開始（調査参加者の月経ログの収集状況

の把握、BMI 分布の把握）を行った。 

 

②女性の飲酒に関連する要因分析 

 本研究は、女性の飲酒量および飲酒頻度、

および社会的背景（経済状況、労働状況、心

理的状況など）を含むコホート情報を分析

し、飲酒量および頻度に影響を与える社会

背景因子を調べる疫学研究である。 

今年度は、女性の飲酒量および飲酒頻度、

および社会的背景を調査しているあるいは

追加で調査することができる日本人女性の

大規模コホートに関する情報を収集し、整

理した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究にて利用する情報はいずれも個人を

特定できる情報（氏名等）は含まないが、既

存データの個票データを入手し二次分析を

行うにあたり、国立成育医療研究センター

の倫理委員会にて承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

①BMI が無月経に与える影響 

「ルナルナ」を用いた女性のリプロダク

ティブヘルスとこころの健康及び社会的リ

スク要因に関する研究」で実施した調査の

調査参加者は 24,155 名であり、うち月経開

始日の入力が３回未満であった参加者（304

名）、全ての月経周期が全周期の分布から見

て±4SD 外にある参加者（0 名）、妊娠・不

妊治療中あるいはピル・子宮内避妊器具を

使っている者（2124 名）、身長・体重情報が

なく BMI を算出できない者（1,426 名）を

除いた 20,065 名を解析対象とした。 

BMI の分布は表１のとおりであった。 

BMI<18.5kg/m2の「やせ」は 13.2%に見ら

れ、BMI≧25kg/m2の「肥満」（14.5%）と

ほぼ同等の頻度で見られることがわかった。 

表１ 

BMI (kg/m2) 人数 (%) 

BMI<15 28 (0.1%) 

15≦BMI<18.5 2,654 (13.2%) 

18.5≦BMI<23 11,649 (58.0%) 

23≦BMI<25 2,592 (12.9%) 

25≦BMI<35 2,914 (14.5%) 

35≦BMI 228 (1.3%) 

 

②女性の飲酒に関連する要因分析 



国内で近年実施されてきた、女性の飲酒

量および飲酒頻度、および社会的背景（経済

状況、労働状況、心理的状況など）の情報を

収集している 2020 年以降に実施された大

規模調査として、以下を同定した。 

・The Japan Society and New Tobacco 

Internet Survey (JACTIS) 2021-2024 

(※調査対象はインターネット調査会社の

パネルメンバーである全国の 16-79 歳の男

女) 

・ The Japan COVID-19 and Society 

Internet Survey (JACSIS) 2021-2023 

(※調査対象はインターネット調査会社の

パネルメンバーである全国の 16-79 歳の男

女) 

・JACSIS 妊産婦調査 2020-2022 

(※調査対象はインターネット調査会社の

パネルメンバーであり、妊娠中あるいは 2

歳未満の子供がいる女性) 

・「「ルナルナ」を用いた女性のリプロダク

ティブヘルスとこころの健康及び社会的リ

スク要因に関する研究」 

(※調査対象は月経管理アプリ「ルナルナ」

のユーザー約２万人) 

 

また、飲酒について、以下のような調査項

目が取得されていることを同定した。 

・摂取頻度 

・１日の摂取量（日本酒換算、あるいはアル

コール量換算） 

・アルコール依存症スクリーニングテスト

（１０問：AUDIT）1) 

・アルコール依存症スクリーニングテスト

（４問：CAGE）2) 

別添１に各調査において実施された調査項

目のマッピングを記載する。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、日本人において BMI が無月

経に与える影響（①）、女性の飲酒に関係す

る要因（②）を調べるために、データの整理

を分析の開始を主に行った。 

 アプリユーザーにおいて実施した調査の

分析（①）からは、「やせ」も「肥満」も約

7～8 人に１人に見られることがわかった。

今後、継続した分析を行い、やせと無月経と

の関連を明らかにする予定である。 

また、女性の飲酒においては、2020 年以降

に実施された調査が複数あること、また飲

酒の摂取量や頻度のみならず、アルコール

依存に関連する尺度も取得がされているこ

とが把握された。 

 今年度把握できた既存の調査から、分析

に使用するデータを選定して、女性の飲酒

に関係する要因を分析する予定である。 

 

Ｅ．結論 

 無月経情報が把握できる既存疫学調査で

やせの頻度が十分であり、今後やせと無月

経頻度との関連を調べるに足るサンプル数

であること、また近年実施された疫学調査

に飲酒に関する項目が含まれている調査が

複数あることが同定できた。 

今後これらのデータの定量的検証により、

やせが無月経に与える影響、女性の飲酒に

関係する要因、等の女性の健康課題への取

り組みに資する成果を提供することを目指

す。 
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別添１：アルコール関連の質問 



女性の若年時の体格と骨折リスクおよびやせの要因に係る疫学研究 
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Ａ．研究目的 

 女性は、性ホルモンに関連した毎月の生

理的変動、妊娠出産というライフイベント

を経験することから、男性と異なる健康問

題が生じ、性特有の健康課題がある。厚生労

働省「21世紀における国民健康づくり運動」

の、令和 6 年開始予定の次期国民健康づく

り運動プラン（以下「次期プラン」）では、

女性特有の問題として「やせ」、また男性と

比べ増加傾向にある「飲酒」について、項目

立てがなされた。しかし、それらがもたらす

女性の身体への負の影響、ならびに、それら

が起きている背景についてはエビデンスが

少なく、課題解決に向けた具体的提言をす

ることができていない。 

海外の報告において若年時の女性のやせは

生涯における骨折リスクが増加すると考え

られている[Kim JG 23(1):948.]。。骨密度は

若年時に上昇し、特に女性においては閉経

後に内分泌動態の経年的変化などによって

骨密度が低下していく。そのため、若年期に

骨粗鬆症予防のために可能な限り高い最大

骨量を獲得する必要があるとされる [骨粗

鬆症の予防と治療のガイドライン 2015 年

版，p44，ライフサイエンス出版，2015]。

本邦においても若年時の女性のやせと加齢

に伴う骨密度の低下の関連も報告されてい

るが、対象者数が少なく、地域性が限定され

ている[Turcotte AF 16(6):]。  

同様に肥満と骨折のリスク因子について

も全てが明確にはなっていないが、肥満に

よるインスリン抵抗性の増加、炎症性サイ

トカインの増加、骨代謝ホルモンの体内動

態の変化などの代謝生涯などによる骨の脆

弱性が惹起されている可能性があるとされ

る 1 [Turcotte AF 16(6):]。一方で肥満者の

研究究要 

本研究では、「①20 歳時体格とその後の生涯における骨折リスクへの影響」を調べる。更に、「②

女性の「やせ」の要因」を明らかにすることで、「やせ」を減らすべき根拠ならびに指標を示すこと

を目的としている。 

既存コホートを使用して 20 歳時の体格（やせ・肥満）による、生涯にわたる骨折リスクへの影響

（身体部位別）の定量的な分析を行う研究計画の立案を行った。また、孤独・SNSの使用状況を含む

社会的状況がやせに関連する問題（ボディイメージなど）に与える影響についての定量的な分析を行

うため、十代の児童に対して、孤独・SNS の使用状況や体格に関する研究を実施し、こども 1,928

名、保護者 1,991名から回答を得た。 

詳細な分析は令和 6-7年度に行う予定である。 

 



骨折の発症リスクは部位による差異があり、

股関節・脊椎・手首などは発生率が低く、足

首・大腿骨・上腕骨などは増加するとする報

告もある[Rinonapoli]が若年時の肥満と骨

折についての本邦における報告は乏しい。  

そこで、本研究では、20歳時の体格とそ

の後の生涯における骨折リスクへの影響を

解明する。 

更に、生涯骨折の要因になるとも考えら

れる女性の「やせ」の要因を明らかにするこ

とで、「やせ」を減らすべき根拠ならびに指

標を示すために調査を実施する。 

 

Ｂ．研究方法 

B-1.20歳時体格とその後の生涯における骨

折リスクへの影響 

(1)研究参加者 

 データ収集方法：質問票調査  

 対象：地域住民から生活習慣や健康に関

する情報を提供していただき、長期追跡

を行っている多目的コホート調査

（JPHC-NEXT）に参加している成人

（約 10万人）。 

(2)分析方法 

20歳時の体格（やせ・肥満）による、生

涯にわたる骨折リスクへの影響（身体部位

別）を定量的に分析する。 

 既存コホート[日本各地に居住する約 10

万人の生活習慣および 20 年以上の長期

にわたって疾病の発症に関する追跡]を

使用。その際、既往歴や治療歴、手術歴、

生活習慣歴等を変数として調節を行う。 

 

B-2.女性の「やせ」の要因 

(1)研究参加者 

・データ収集方法：質問票調査  

・対象：十代児童への全国コホート：層化二

段無作為抽出法により、全国 50 自治体か

ら選 ばれた小学５年生～中学 2 年生のこ

どもおよびその保護者。 

 

(1) 調査項目 

日本人女性のやせの要因となりうる要因

（孤独、ソーシャルメディアなど）を同定す

るため、孤独・SNSの使用状況や日本人や

せの課題であるボディイメージの異常に関

する調査項目を含めた。（表 1-3参照） 

 

データ分析は令和 6 年度に実施予定である。 

 

（倫理面への配慮）本研究は、国立成育医療

研究センターの倫理委員会での承認を得て

いる。 

 

Ｃ. 研究結果 

B-1.20歳時体格とその後の生涯における骨

折 

今年度はデータ受領と研究計画の立案を行

った。 

 

B-2.女性の「やせ」の要因 

こども 1,928 名、保護者 1,991 名から回答

を得た。 

 

Ｄ. 考察 

本研究は、研究期間が複数年（令和 6 年度

まで）にわたり、本年度はその研究計画期間

であったため、令和 6 年度に実施する研究

の結果を記述する予定である。このため、考

察についても令和 6 年度に調査・分析結果

をとりまとめて考察を行う予定である。 
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別添２：調査項目一覧 

表 1 孤独に関する質問項目 

質問：それぞれの項目について、あなたはどのくらいの頻度で感じているかお答えくださ

い。 

選択肢： ①決してない ②ほとんどない ③時々ある ④常にある 

 

(1) 自分には人との付き合いがないと感じることがありますか 

(2) 自分は取り残されていると感じることがありますか 

(3) 自分は他の人たちから孤立していると感じることはありますか 

 

 

表 2  SNSの使用状況に関する質問項目 

質問：あなたはインターネットで次のことをしますか？（あてはまるもの全てに〇） 

 

(1) SNSで他の人が書いた記事を閲覧する 

(2) SNSでメッセージを やりとりをする 

(3) 動画をみた後にコメントをする 

(4) 動画を作成してインターネットに掲載する 

(5) ゲームをする 

(6) その他 

 

質問：あなたのインターネットを利用する時間は１日あたり平均でどれくらいですか？ 

 

(1) １週間全体の平均 

選択肢： ①１時間以上２時間未満 

          ② １時間以上２時間未満 

     ③ ２時間以上３時間未満 

     ④ ３時間以上４時間未満 

     ⑤ ４時間以上５時間未満 

     ⑥ ５時間以上 

 

(2) 平日の平均 

選択肢： ①１時間以上２時間未満 

          ② １時間以上２時間未満 

     ③ ２時間以上３時間未満 



     ④ ３時間以上４時間未満 

     ⑤ ４時間以上５時間未満 

     ⑥ ５時間以上 

 

(3) 休日の平均 

選択肢： ①１時間以上２時間未満 

          ② １時間以上２時間未満 

     ③ ２時間以上３時間未満 

     ④ ３時間以上４時間未満 

     ⑤ ４時間以上５時間未満 

     ⑥ ５時間以上 
 

 

表 3 体格に関する質問項目 

質問：下記の文章を読み、最も適切な番号をお答えください 

選択肢：①全くそう思わない 

    ②あまりそう思わない 

    ③どちらとも言えない 

    ④ややそう思う 

    ⑤とてもそう思う 

 

<男性向け設問> 

(1) 私にとって筋肉がついているように見えることは大切だ 

(2) 自分の体をとても細く見せたい 

(3) 筋肉がついているようにみえることについていろいろと考える 

(4) やせてみえることについていろいろと考える 

(5) 筋肉がついているようにみせたい 

(6) 自分の外見についてあまり考えていない自分がどうみえるかはあまり考えな

い 

(7) とても筋肉がついているようにみえる体になりたい 

(8) 家族からやせてみえないといけないと感じる 

(9) 家族から外見をよくしないといけないと感じる 

(10) 家族から良い体系になるようすすめられる 

(11) 家族から筋肉がついていないといけないと感じる 

(12) 家族から筋肉を大きくし、筋力を上げるようすすめられる 

(13) 同級生から自分の外見をよくしないといけないと感じる 



(14) 同級生から筋肉を大きくし、筋力を上げるよう勧められる 

(15) 同級生から筋肉がついていないといけないと感じる 

(16) 同級生から筋肉を大きくし、筋力を上げるようすすめられる 

(17) 大切な人から自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(18) 大切な人から筋肉を大きくし、筋力を上げるよう勧められる 

(19) 大切な人から筋肉がついていないといけないと感じる 

(20) 大切な人から筋肉を大きくし、筋力を上げないといけないと感じる 

(21) メディアをみると、良い体型にみえないといけないと感じる 

(22) メディアをみるとやせてみえないといけないと感じる 

(23) メディアをみると自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(24) メディアをみると筋肉を大きくし、筋力を上げるよう勧められる 

(25) メディアをみると筋肉がついていないといけないと感じる 

(26) メディアをみると筋肉を大きくし、筋力を上げないといけないと感じる 

 

<女性向け設問＞ 

(1) 私にとって筋肉がついているように見えることは大切だ 

(2) 私にとっていけている服装にすることは大切だ 

(3) 自分の体をとても細く見せたい 

(4) 筋肉がついているようにみえることについていろいろと考える 

(5) 自分の外見についていろいろと考える 

(6) やせてみえることについていろいろと考える 

(7) 良い見た目でありたい 

(8) 筋肉がついているようにみせたい 

(9) 自分の外見についてあまり考えていない 

(10) 筋肉がついているようにみえてほしくない 

(11) 脂肪が少なくひきしまった体にみせたい 

(12) 私にとってすてきにみえることは大切だ 

(13) もし体の脂肪がほとんどなかったらどうだろうといろいろ考える 

(14) 自分がどうみえるかはあまり考えない 

(15) とても筋肉がついているようにみえる体になりたい 

(16) 家族からやせてみえないといけないと感じる 

(17) 家族から自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(18) 家族から良い体系になるようすすめられる 

(19) 同家族から体の脂肪をへらすようすすめられた 



(20) 家族から良い体型になるようすすめられる 

(21) 同級生からやせてみえないといけないと感じる 

(22) 同級生から自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(23) 同級生から良い体系になるようすすめられる 

(24) 同級生から体の脂肪をへらすようプレッシャーを受けている 

(25) 大切な人からやせるようすすめられる大切な人から自分の外見をよくしない

といけないと感じる 

(26) 大切な人から自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(27) 大切な人から良い体型にみえないといけないと感じる 

(28) 大切な人から体の脂肪をへらすようにプレッシャーを受けている 

(29) メディアをみると、良い体型にみえないといけないと感じる 

(30) メディアをみるとやせてみえないといけないと感じる 

(31) メディアをみると自分の外見をよくしないといけないと感じる 

(32) メディアをみると体の脂肪を減らさないといけないと感じる 
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Ａ．研究目的 

 女性における若年期のやせは、将来的な

骨粗鬆症および骨折リスクに加え、神経性

やせ症を含む摂食障害、糖尿病、貧血、月経

異常、不妊症、さらには次世代の生活習慣病

リスクといった、様々なリスクをもたらす

ことが明らかになっている 1)。一方、これら

のリスクについて、当事者である若年女性

が知識を有しているのか、さらに知る機会

が十分に提供されているかについては、検

討がなされていない。 

 青年に様々な知識を得る主な場所は学校

であり、学校教育で行われるべき内容は学

習指導要領に記載されている 2)。例えば高

等学校学習指導要領では、生活習慣病など

の予防と回復のために、運動、食事、休養お

よび睡眠の調和の取れた生活が必要と記さ

れており、さらに令和 3 年度からは、精神

疾患のひとつとして、摂食障害についても

触れることが定められている。 

 しかし、実際に学校でどのような教育が

行われているかは調べられていない。また、

やせのリスクについてどのような教育が行

動変容につながるかについてはあまり検討

されていないため、エビデンスを整理する

必要がある。さらに、当事者である若年女性

が、やせとそのリスクについてどのような

知識を有しているか、どのようにその知識

を得たかについては検討されていない。 

 そこで、令和 5 年度は、まず学校教育の

研究要旨 

【目的】学校現場を中心とした、やせとそのリスクに関する教育の実態を明らかにする。 

【方法】①日本国内で使用されている中学校および高等学校の保健体育の教科書を調査し、やせ

と健康リスクに関する記載を確認した。②やせに関する教育について、国内外の文献レビューを

行い、国内での試みや、国外での教育の状況について調査した。 

【結果】①保健体育教科書における記載については、適正体重についての記載はすべての教科書

でなされていたが、“女性のやせ”に関する内容にはばらつきがみられた。②やせ、教育、リス

クをキーワードとして文献検索を行った結果では、MEDLINEから 75件、医学中央雑誌から 57件

が得られた。１次スクリーニングを行い、37件を検討対象とした。 

【結論】保健体育教科書の記載内容にはばらつきがあり、学校教育における“やせとそのリスク”

についての教育の状況には、教育機関による差異が大きい可能性が示唆された。今後、文献レビ

ューをすすめ、さらに詳細を明らかにするとともに、若年女性を対象とした“やせによるリスク

に関する知識”についてのアンケート調査を行い、実態を明らかにする予定である。 



状況を知るために、用いられている教科書

を調査し、さらに、やせのリスクと教育に関

する文献レビューを行うこととした。 

 

Ｂ．研究方法 

① 保健体育教科書における“やせと健康リ

スク”の記載調査 

やせと健康リスクに関する学校教育の実態

について調査するため、東京都江東区の教

科書図書館に貯蔵されている、現行の中学・

高等学校向けの保健体育教科書（中学校 4

編、高等学校 5編）を調査した。 

 

② やせと教育に関する文献レビュー 

「やせ、教育、リスク」および「体型不満、

教育」をキーワードとして文献検索を行っ

た。文献検索は外部委託した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の倫理的配慮の必要性については、

東京歯科大学市川総合病院倫理審査委員会

において、付議不要の判断であった(I 23-

67)。 

 

Ｃ．研究結果 

① 保健体育教科書における“やせと健康リ

スク”の記載調査 

 教科書図書館に貯蔵されている、現行の

中学・高等学校向けの保健体育教科書を調

査した。 

中学校向け教科書では、体型に関しては、食

事と健康、適正体重について示されており、

教科書による差はあるものの、やせの問題

についても記載されているものがあった。

やせのリスクとしては、摂食障害に言及し

ているものが 1 冊、骨粗鬆症に言及してい

るものが 1 冊であった。高等学校向け教科

書においては、令和 4 年に発行された教科

書には、過度のダイエットにまつわる危険

が記載され、摂食障害についても精神疾患

のひとつとして言及されていた。しかし、な

ぜ過度なダイエットが問題なのかについて

の記載はまちまちであった。 

以上から、適正体重についての記載はすべ

ての教科書でなされていたが、“女性のやせ”

に関する内容にはばらつきがみられた。ま

た、令和 3 年より学習指導要領において、

高等学校で摂食障害について触れることが

定められているが、令和 4 年以降に発刊さ

れた保健体育教科書での摂食障害の取扱い

は、教科書により違いがみられた。 

 

② やせと教育に関する文献レビュー 

文献検索では、MEDLINEから 75件、医学中

央雑誌から 57件が得られた。1次スクリー

ニングを行い、37件をレビュー対象とした。 

 現在論文を精査中であるが、得られた論

文の多くは、やせに関する教育プログラム

を作成し、これについての比較的短期的な

効果を検討しているものであった。 

 今後、論文の精査結果について論文報告

を予定している。 

 

Ｄ．考察 

中学校・高等学校の保健体育教科書にお

いて、適正体重についての記載はすべての

教科書でなされていたが、“女性のやせ”に

関する内容にはばらつきがみられた。また、

令和 3 年より学習指導要領において、高等

学校で摂食障害について触れることが定め

られているが、令和 4 年以降に発刊された

保健体育教科書での摂食障害の取扱いは、



教科書により違いがみられた。この結果か

ら、学校現場における“女性のやせとそのリ

スク”に関する教育には、ばらつきが大きい

可能性が高いと考えられた。 

やせと教育に関し、これまで行われた研

究は、現在精査中ではあるが、やせについて

の教育プログラムとその短期的影響につい

て論じているものが多かった。すなわち、特

殊なプログラムを構築したうえで、摂食障

害の予防効果を検証する検討が殆どであり、

授業時間の限られた日本の学校教育に落と

し込むことは困難である可能性が高いと考

えられる。 

今後、若年女性のやせとそのリスクに関

する知識についてのアンケート調査を行う

ことで、実際にどのような方法でこれを伝

えることが効果的かを検証することが期待

されると思われた。 

 

Ｅ．結論 

 女性のやせについて、学校で行われてい

る教育内容はばらつきが大きい可能性があ

り、また一般の教育における効果は検討さ

れていないことが明らかになった。 

 令和 6 年度は、文献レビューをすすめる

とともに、これらの結果を踏まえ、若年女性

を対象とした、やせとそのリスクに関する

知識および、知識を得た方法についてのア

ンケート調査を行う予定である。 
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Ａ．研究目的 

 月経困難症や、その原因となりさらに将

来の生活習慣病とも関連する子宮内膜症・

子宮筋腫等の女性特有の疾患については、

疫学的・公衆衛生学的エビデンスがなく、他

の生活習慣病に関して行われているような

指標・目標の策定・立案が行えず、「次期プ

ラン」にも項目立てがない。 

本疾患関連のあらたな健康課題の指標・

目標を策定するには、「月経関連疾患」の基

礎資料（潜在患者数、受診率、有症状者にお

ける有病率、受診者の発症から受診までの

期間、受診医療機関数、通院継続率等）を明

らかにする必要がある。 

本研究では、これらを明らかにするため

にアンケート調査を行う予定であるが、ま

ずは既報の知見をまとめアンケート内容を

決定する必要がある。本年度は、アンケー

ト内容を決定するために、文献レビューに

より既報の知見をまとめることが目的であ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究での文献検索は、PubMedを用いて

ハンド・リサーチで行った。 (2023 年 11

月 29日) 

検 索 式 ① 「 "diagnosis delay" or 

"diagnostic delay" "endometriosis"」お

よび検索式②「 "time to diagnosis" 

"endometriosis"」で行い、全文確認できる

英語論文のみを対象とした。また、論文の種

別について、症例報告、会議録、学会抄録、

総論・解説は除外した。 

研究要旨 

【目的】子宮内膜症の診断までの時間について文献的に調査し、日本での「月経関連疾患」の

基礎資料を調査するにあたっての問題点を明らかにする。 

【方法】症状出現から子宮内膜症と診断されるまでの時間について、PubMedを用いてハンド・

リサーチで網羅的に文献を検索した。 

【結果】文献検索の結果、重複論文を除外し 29編の論文が抽出された。初発症状から診断（手

術による確定診断）までに要した時間は、国により様々であり、5-11 年と幅があった。症状出

現が若年であるほど、診断までに要する時間は長くなることが複数報告されていた。 

【結論】医療システム、子宮内膜症や月経困難症に対する治療方針、文化は国ごとに異なる。

日本での方策を考えるためには、日本独自の基礎資料が必要である。 



スクリーニングは単独（浦田）で行い、重

複論文を除外した。 

（倫理面への配慮）該当なし 

 

Ｃ．研究結果 

 検索式①では 86 編の検索結果あり、その

うち Clinical Trial 0編、meta-analysis 

1編、Randomized Controlled Trialは 0

編であった。 

 検索式②では 27 編の検索結果あり、その

うち Clinical Trial 0編、meta-analysis 

0編、Randomized Controlled Trialは 0

編であった。 

重複論文を除外したのちに、本研究と関

連する文献をタイトルと abstractで判断

し 29編の論文を抽出し、全文を確認し

た。 

１． 子宮内膜症の診断の遅れを評価する指

標として、診断までに要した時間 

(Time to diagnosis (TTD))がある。

多くは初発症状から診断までの時間が

報告されており、それ以外にも、初発

症状出現から医療機関初回受診までの

時間、医療機関初回受診から診断まで

に要した時間など、さまざまな時間の

比較がされている。 

２． 初発症状から診断（手術による確定診

断）までに要した時間は、国により

様々であり、5-11年と幅がある（表

１）1)～10)。また、ガイドラインの

発刊時期を考慮した、診断時期別の

TTDについて報告があり、ガイドライ

ンの影響で TTDが短縮していると考え

られる（表２）2) 11)。 

３． 患者が専門医（婦人科医）に受診する

のに general practitioner(GP)からの

紹介が必須となる国がある。その場合、

GPへの啓蒙が重要となる。 

４． 若年層では症状や子宮内膜症の重症度

といった臨床像は異なっている。症状

出現が若年であるほど、診断までに要

する時間は長くなることが複数報告さ

れている 1),9),12)。 

 

Ｄ．考察 

1. 診断の定義 

子宮内膜症の確定診断には手術を要する

が、悪性を疑わない場合には、現状日本では

診断のみを目的として手術は行わない。こ

のため症状、内診所見、画像所見による臨床

診断に基づき、ホルモン治療が行われる。既

報のほとんどは、手術による確定診断まで

の時間を検討していたため、日本の臨床の

実態には当てはまらない。 

2. どの期間を評価するか 

子宮内膜症に対するホルモン治療は機能

性月経困難症にも有効である。子宮内膜症

の診断（確定診断あるいは臨床診断）に至る

前に、機能性月経困難症あるいは器質性月

経困難症疑い（子宮内膜症疑い）でホルモン

治療開始になっている場合もある。診断だ

けでなく治療も女性にインパクトをあたえ

る た め 、 診 断 ま で の 時 間 (Time to 

diagnosis)だけでなく治療開始までの時間

(Time to treatment)も重要だと考えられ

る。 

3. 医療システムの違い 

婦人科受診するのに GP からの紹介が必

須な国の知見を日本に当てはめることは不

適当である。 

 

Ｅ．結論 

 医療システム、治療方針、文化は国ごと

に異なる。日本での方策を考えるために

は、日本独自の基礎資料が必要である。 
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（表１） 各国の Time to diagnosis 

国 論文 症状出現～確定診

断(平均) 

症状出現

～初診 

初 診 ～

診断 

イタリア （1） 11.4 年 

  

ニュージーランド （2） 8.7 年 2.9 年 5.8 年 

アラブ （3） 11.61 年 6.01 年 6.96 年 

カナダ （4） 5.4 年 3.1 年 2.3 年 

英国 （5） 8 年 

  

オランダ （6） 89 ヵ月（7.4 年） 

  

オーストリア・ドイツ （7） 10.4 年 2.7 年 7.7 年 

ノルウェー （8） 6.7 年(中央値 5.0 年) 

 

ブラジル （9） 中央値 7.0 年 

  

オーストラリア （10） 8.1 年 

  

 

（表２）  診断時期による Time to 

diagnosis の違い 

国 論文 最初の受診～診断の時期 

2005年より前 2005～2012 年 2012 年以降(2013 年～） 

ニュージー

ランド 

（2） 8.4±7.0 年 5.3±4.0 年 2.0±1.9 年 

オーストラ

リア 

（11） 9.9 ± 6.6 年 4.8 ± 2.6 年 1.5 ± 0.7 年 
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Ａ．研究目的 

 月経困難症や、その原因となりさらに将来

の生活習慣病とも関連する子宮内膜症・子宮

筋腫等の女性特有の疾患については、疫学

的・公衆衛生学的エビデンスがなく、他の生

活習慣病に関して行われているような指標・

目標の策定・立案が行えず、「次期プラン」に

も項目立てがない。 

本疾患関連のあらたな健康課題の指標・目

標を策定するには、「月経関連疾患」の基礎資

料（潜在患者数、受診率、有症状者における

有病率、受診者の発症から受診までの期間、

受診医療機関数、通院継続率等）を明らかに

する必要がある。今年度本格的な調査の前

に、傾向を知るために予備的なアンケート調

査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

研究要旨 

【目的】月経困難症や月経関連疾患の基礎資料を得るための調査に先立ち、予備的な調査によっ

て傾向を知ることを目的とする。 

【方法】マクロミル社を利用して、一般女性を対象とした Webアンケート調査を行った。対象は

18－49歳の女性とした。 

【結果】一次調査を 40,000 人の女性を対象にアンケート調査を行った。そのうち月経困難症あ

るいは月経前緊張症があり、病院を通院してない人(n=5356)を対象に二次調査を行った。約 75％

の女性が何らかの月経痛を自覚していた。月経痛のある女性のうち 66%は医療機関受診したこ

とがなかった。68％の女性が月経前緊張症を自覚しており、症状のある 67%が医療機関受診を

したことがなかった。通院していない女性は受診に必要な支援として、経済的支援 38%、病院

についての情報提供 23-26%、受診するための休暇制度 18-19％、受診するための有給制度 16-

17%を挙げていた。 

【結論】受診を促すには、経済的支援、具体的な病院についての情報提供、受診するための休

暇制度や有給制度が有効だと考えられた。より詳細な分析は令和 6 年度も継続して行う予定で

ある。 

 

 



 マクロミル社の一般女性を対象としたコホ

ートに Webアンケートと調査を行い、一般女

性の月経関連の症状の調査を行った。対象

は、18～49歳の女性とした。 

（倫理面への配慮）該当なし 

 

Ｃ．研究結果 

 一次調査を 40,000 人の女性を対象にアンケ

ート調査を行った。そのうち月経困難症ある

いは月経前緊張症があり、病院を通院してな

い人(n=5356)を対象に二次調査を行った。 

(1) 一次調査:年齢中央値 37歳。 

・月経困難症のため、仕事を休んだことがあ

るか 

これまで仕事に就いたことがない 2434 人

（6.1%）, 働いている（働いたことがある）が、

生理痛のために休んだことがない 28865 人

(72.2%)、生理痛のために仕事を休んだことが

ある 8701人(21.8%)だった。 

・直近 2回の月経困難症について、痛みがない

のは 27.7%、仕事（学業・家事）に若干の支障

あり 50.8%、横になって休息したくなるほど仕

事（学業・仕事）への支障を来す 18.2%、一日

以上寝込み、仕事（学業・家事）ができない 3.3% 

であった。 

・直近 2回の月経困難症について、痛み止めは

1 日も使っていないのは 47.2%、痛み止めを 1

日使用したのは 22.8%、痛み止めを 2日使用し

たのは 18.5%、痛み止めを 3 日以上使用したの

は 11.5%であった。 

・月経困難症あり（月経痛がある、あるいは、

月経中に鎮痛剤を用いる）30271名を対象に 

月経困難症で困り始めたのは中央値 18 歳（SD 

7.32歳）であった。 

・医療機関受診は 1 度もしたことない 66.7%、

受診したことはあるが通院していない 20.8%、

現在通院中（対面診療あり）である 10.9%、現

在通院中（オンライン診療のみ）である 1.6%、

であった。 

・直近 2回の月経前の不快な症状は、職場・家

族・友人との関係に差しさわりがあるか 

全くない 31.9%、少しある 45.7%、ある 13.3%、

かなりある 9.2%であった。 

・月経前の不快な症状について、これまでに医

療機関受診したことあるか（症状のある人対象 

27527人を対象） 

一度も受診したことない 67.5%、受診したこと

はあるが通院していない 19.6%、現在通院中

（対面診療あり）11.1%、現在通院中（オンラ

イン診療のみ）1.8%であった。 

(2) 二次調査対象：年齢中央値 37歳 

・どのようなサービスがあれば受診すると思

いますか 

- 月経困難症に対して（月経困難症のある

4569人が対象）：経済的支援 38.7%、具体的

な病院についての情報提供 23.6%、休暇制

度 19.9%、有給制度 17.8% 

- 月経前の不快な症状に対して（症状のある

4201人が対象）：経済的支援 38.6%、具体的

な病院についての情報提供 26.1%、休暇制

度 18.5%、有給制度 16.8% 

・現在、自分で行っている対処方法のうち、最

も力を入れているのも 

- 月経困難症に対して（月経困難症のある

4569 人が対象）：薬局で痛み止めやサプリ

メントや漢方を買った 49.2%、生活習慣を

改善した 21.5%、がまんしている（何もし

ていない）19.3% 

- 月経前の不快な症状に対して（症状のある

4201 人が対象）：薬局で痛み止めやサプリ

メントや漢方を買った 33.2%、生活習慣を

改善した 30.2%、がまんしている（何もし

ていない）25.6% 

・現在の満足度 

- 月経困難症に対して（月経困難症のある

4569人）：満足 8.3%, やや満足 49.3%、や

や不満 34.9%、不満 7.5% 



- 月経前の不快な症状に対して（症状のあ

る 4201人）：満足 5.0%, やや満足

40.9%、やや不満 42.3%、不満 11.8% 

 

Ｄ．考察 

調査対象女性の約 20％(40000 人中 8701人)

は月経困難症のため仕事を休んだことがあり、

約 75％（40000 人中 30271 人）が何らかの月

経痛があった。月経痛のある女性のうち 66%

は医療機関受診したことがなく、月経痛がある

が通院していない女性のうち 49%が市販薬で

対応していた。 

月経前緊張症は 68％の女性に自覚があり、

症状のある 67%が医療機関受診をしたことが

なかった。症状はあるが通院していない女性の

33％が市販薬で対応していた。 

月経困難症と月経前緊張症のいずれの症状

でも、通院していない女性が受診に必要な支援

として、経済的支援 38%、病院についての情報

提供 23-26%、受診するための休暇制度 18-

19％、受診するための有給制度 16-17%を挙げ

ていた。 

 

Ｅ．結論 

女性の約 75％に月経困難症があり、そのう

ち 87.5%は通院しておらず、通院していない

49％は市販薬を用いている。同様に 68％に月

経前緊張症があり、そのうち 87％が通院して

おらず、通院していない 33％が市販薬を用い

ている。すなわち、月経のある女性のうち、約

32％が月経困難症に対して、約 19％が月経前

緊張症に対して市販薬を用いている。 

受診を促すには、経済的支援、具体的な病院

についての情報提供、受診するための休暇制度

や有給制度が有効だと考えられた。 

令和 6 年度に詳細な分析をおこない、さらな

る知見をえる予定である。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし
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当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年５月１日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   

                              機関名 国立大学法人東京大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長 
                              氏 名 藤井 輝夫        

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名 女性の健康の包括的支援政策研究事業                                  

２．研究課題名 女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康 
課題の指標・目標の策定を推進するための研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・教授                                

    （氏名・フリガナ） 大須賀 穣・オオスガ ユタカ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年５月１日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   

                              機関名 国立大学法人東京大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長 
                              氏 名 藤井 輝夫        

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名 女性の健康の包括的支援政策研究事業                                  

２．研究課題名 女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康 
課題の指標・目標の策定を推進するための研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・准教授                                

    （氏名・フリガナ） 平池 修・ヒライケ オサム                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ４月 １６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立大学法人鳥取大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  中島 廣光        
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康 
課題の指標・目標の策定を推進するための研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ）谷口 文紀・タニグチ フミノリ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ４ 月 １５日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                        機関名  国立研究開発法人国立成育医療研究センター 

                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名   五十嵐 隆       
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康

課題の指標・目標の策定を推進するための研究   

３．研究者名  （所属部署・職名）  社会医学研究部 部長                                

    （氏名・フリガナ）  森崎 菜穂 （モリサキ ナホ）                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ４ 月 １５日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                        機関名  国立研究開発法人国立成育医療研究センター 

                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名   五十嵐 隆       
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康

課題の指標・目標の策定を推進するための研究   

３．研究者名  （所属部署・職名）  社会医学研究部 専門職                                

    （氏名・フリガナ）  石塚 一枝 （イシヅカ カズエ）                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ４ 月 １５日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                        機関名  国立研究開発法人国立成育医療研究センター 

                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名   五十嵐 隆       
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康

課題の指標・目標の策定を推進するための研究   

３．研究者名  （所属部署・職名）  社会医学研究部  研究員                               

    （氏名・フリガナ）  小林 しのぶ （コバヤシ シノブ）                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月１日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                                              
                   
                              機関名 国立研究開発法人 
 医薬基盤・健康・栄養研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名  中村 祐輔       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                                          

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康

課題の指標・目標の策定を推進するための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）栄養疫学・食育研究部・部長                                  

    （氏名・フリガナ） 瀧本秀美 タキモトヒデミ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年１月１２日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                  
                              機関名 国立大学法人大阪大学  

 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                                         

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康
課題の指標・目標の策定を推進するための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・特任准教授（常勤）                                 

    （氏名・フリガナ） 池原 賢代・イケハラ サトヨ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024 年 3 月 22 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                              機関名 学校法人国際医療福祉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  高木 邦格         
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名 女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康課

題の指標・目標の策定を推進するための研究（２３ＦＢ１００３）                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部精神医学 ・ 教授                                 

    （氏名・フリガナ）   中里 道子 ・ ナカザト ミチコ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）なし 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 6 年 4 月 10 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人千葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長代行 
                                                                                      
                              氏 名 横手 幸太郎     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  女性の健康の包括的支援政策研究事業                      

２．研究課題名  女性の健康課題、特にやせ、飲酒等の課題の解決に向けた方策及び、新たな女性の健康

課題の指標・目標の策定を推進するための研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学研究院・講師                      

    （氏名・フリガナ）石川 博士・イシカワ ヒロシ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                  
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


